
地域連携推進会議 

 

（５）地域との連携等（基準第 210 条の７）  

① 基準第 210 条の７第１項は、指定共同生活援助の事業が地域に開かれた事業として行わ

れるよう、指定共同生活援助事業者は、地域の住民やボランティア団体等との連携及び協

力を行う等の地域との交流を図らなければならないこととしたものである。 

 ② 同条第２項に定める地域連携推進会議は、指定共同生活援助事業所が、利用者及びその

家族、地域住民の代表者、福祉や経営について知見を有する者並びに市町村の担当者等に

対し、提供しているサービス内容等を明らかにし、地域との連携により、効果的な事業運

営、サービスの透明性及び質の確保、利用者の権利擁護等を目的として設置するものであ

り、各事業所が自ら設置し、おおむね年１回以上開催しなければならない。この地域連携

推進会議は、事業所の指定申請時には、既に設置されているか、確実な設置が見込まれる

ことが必要となるものである。   地域連携推進会議は、ウェブ会議システム等を活用して

行うことができるものであるが、厚生労働省「福祉分野における個人情報保護に関するガ

イドライン」等を遵守すること。  

 ③ 地域連携推進会議の開催のほか、おおむね１年に１回以上、地域連携推進会議の構成員

（以下「地域連携推進員」という。）が指定共同生活援助事業所を見学する機会を設ける

こと。なお、当該事業所が複数の共同生活住居（サテライト型住居を含む。）を設置してい

る場合は、全ての住居に外部の目を入れ透明性を確保することが必要であることから、住

居ごとにおおむね年１回以上、地域連携推進員が見学する機会を設定しなければならない。   

なお、居室の見学については、当該居室の利用者の了承を得た上でなければ、行ってはな

らないこと。   

 ④ 地域連携推進会議における報告等の記録は、同条第４項の規定に基づき、５年間保存し

なければならない。 

 ⑤ 同条第５項に規定に基づき、地域連携推進会議の設置等に代えて、外部の者による評価

及び当該評価の実施状況の公表等の措置を実施する場合は、サービスの第三者評価等の実

施状況（実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果）を公表するととも

に、その記録を５年間保存しなければならない。  

⑥ 地域連携推進会議の設置等に係る義務付けの適用に当たっては、障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、

設備及び運営に関する基準等の一部を改正する命令（令和６年内閣府・厚生労働省令第 10

号）附則第２条において、１年間の経過措置を設けており、令和７年３月 31 日までの間

は、努力義務とされている。 


